
　まちには、一般会計のほか、７つの特別会計と１つの企
業会計があります。国民健康保険事業特別会計は、財政的
な運営が群馬県となり、運営内容が大きく変わったことな
どにより、前年対比１９・８％の減となっています。

区　　　分
平成３０年度

予  算  額
対前年度増減額 増  減  率

特
別
会
計

学校給食事業 １億２１４６万円 ４３９万円 ３．７％

公共下水道事業 ４億２８６４万円 ２５２６万円 ６．３％

国民健康保険事業 １９億　１４７万円 ▲４億６９７０万円 ▲１９．８％

農業集落排水事業 １億５８４２万円 ▲６２８万円 ▲３．８％

住宅新築資金等貸付事業 ３８２万円 ３万円 ０．８％

介護保険事業 １４億４８３６万円 ▲１７６３万円 ▲１．２％

後期高齢者医療事業 １億８４７５万円 １４９６万円 ８．８％

企
業
会
計

水
道
事
業

収益的収入 ４億１９２４万円 ８２万円 ０．２％

収益的支出 ４億　３３８万円 ▲７２万円 ▲０．２％

資本的収入 ８２１５万円 ▲５９４万円 ▲６．７％

資本的支出 ２億８１２７万円 ２４３２万円 ９．５％

特別会計予算

! ここが知りたいここが知りたいここが知りたい
議 ろ会 の い いろ

予算議決権
　地方自治法で、議会にだけ認められている権限。議会は首長（吉岡町では町長）から提案された予算を、
原案のまま、または修正を加えて議決することができる。

一般会計
　教育や福祉、土木など基本的な行政運営のための経費を計上している会計。

特別会計
　学校給食事業や公共下水道事業など、特定の収入をもって特定の支出に充てるため、一般会計と区
別して経理する必要がある場合に設けられている会計。

財政調整基金
　地方自治体の健全な財政運営の確保のため設置される積立金。財源に余裕がある年度に積み立て、
不足する年度に取り崩すことで財源を調整する。

一般財源
　町税、地方交付税などの使途が特定されていない財源。

定
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会
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会　計　名 補　正　額 補正後の予算額

一般会計 ▲３億６９４６万円 ７６億３９１２万円

特
別
会
計

公共下水道事業 ▲１８８７万円 ３億８６８３万円

国民健康保険事業 ▲６４３２万円 ２３億１１６６万円

農業集落排水事業 ▲３７７万円 １億６４９２万円

住宅新築資金等貸付事業 １５万円 ３９４万円

介護保険事業 ▲３７９３万円 １３億８６９１万円

後期高齢者医療事業 ５３３万円 １億８０４８万円

企
業
会
計

水
道
事
業

収益的収入 ２５３万円 ４億２０９５万円

収益的支出 ▲４９万円 ４億　２３２万円

資本的収入 １１８万円 ８９２６万円

資本的支出 ▲６３万円 ２億５６３７万円

平成２９年度　各会計別補正予算の状況
（万円未満は四捨五入）
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一般会計補正予算

（減額）
国庫支出金
　南下城山防災公園事業補助金　　１億　８７３万円
　　１２月補正での前倒し補助金
　　が確定しなかったため
　橋梁長寿命化修繕事業補助金　　　  １１０４万円
負担金
　保育費保護者負担金　　　　　　　  ２２０８万円
寄付金
　ふるさと納税　　　　　　　　　　  ９３０５万円
繰入金（財政調整基金より）　　　　    ８２３４万円
諸収入
　駒寄スマートＩＣ大型化事業に
　係る前橋市負担金　　　　　　　　   １３３５万円
町債　　
　役場庁舎非常用発電機設置事業　　   １０００万円
　南下城山防災公園整備事業　　　　  ３０２０万円

（減額）
南下城山防災公園整備事業費　　  １億３６１５万円
ふるさと納税推進事業費　　　　　　  ６１８３万円
　寄付額の減に伴う業務委託料・
　返礼品の減によるもの
役場庁舎非常用発電機設置工事　　　  １０００万円
　仕様の変更と増額の必要性が
　生じたため、平成３０年度に
　再計上
駒寄スマートＩＣ大型化事業費　　  　１７３０万円
地籍調査業務委託料　　　　　　　　　  ８１０万円
橋梁維持補修工事　　　　　　　　　　  ７００万円

（増額）
花と緑のぐんまづくり協議会
負担金　　  　　　　　　　　　　　　　３００万円
道路除雪等委託料　　　　　　　　　  　４９２万円

  歳入の主な補正   歳出の主な補正

　歳入歳出予算の総額からそれぞれ３億６９４６万円を
減額し、総額７６億３９１２万円としました。

大幅な減額補正となる
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